
モ
ビ
リ
テ
ィ
人
材
育
成
事
業
に
係
る
取
組
実
績
と
今
後
の
方
向
性

令
和
６
年
度
の
取
組
実
績

令
和
７
年
度
の
取
組
の
方
向
性


【
（
ⅰ
）
福
島
大
学

吉
田
樹
教
授
、
（
ⅱ
）
(株
)博

報
堂
】


第
１
回
地
域
交
通
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー
（
8
/2
8
、
南
相
馬
市
）

・
・
・
・
・
・
・

（
ⅱ
）


公
共
交
通
リ
・
デ
ザ
イ
ン

１
d
a
y
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（
1
0
/2
3
、
い
わ
き
市
）
・
・
・

（
ⅰ
）


公
共
交
通
リ
・
デ
ザ
イ
ン

１
d
a
y
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（
1
/1
7
、
会
津
若
松
市
）
・
・
・
（
ⅰ
）


第
２
回
地
域
交
通
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー
（
1
/2
0
、
浪
江
町
）

・
・
・
・
・
・
・

（
ⅱ
）

【
成
果
物
】
（
ⅰ
）
公
共
交
通
で
地
域
を
佳
く
す
る
た
め
の
考
え
方
を
学
ぶ
e
-ラ

ー
ニ
ン
グ
教
材
（
別
紙
参
照
）

（
ⅱ
）
公
共
交
通
計
画
に
関
す
る
e
-l
e
a
rn
in
g
（
○

×
）

h
tt

p
s
:/

/f
o

rm
s
.o

ff
ic

e
.c

o
m

/r
/K

z
4

P
Q

B
rK

y
E

【
会
津
圏
域
公
共
交
通
活
性
化
協
議
会
】


地
域
公
共
交
通
計
画
及
び
利
便
増
進
実
施
計
画
（
以
下
、
計
画
）
の
実
行
性
を
高
め
る
た
め
、
圏
域
公
共
交
通
を
支

え
る
関
係
者
（
自
治
体
の
管
理
職
、
担
当
者
、
交
通
事
業
者
）
が
共
通
理
解
・
認
識
に
立
て
る
よ
う
、
制
度
や
交
通

に
関
す
る
知
見
を
い
ま
一
度
習
得
で
き
る
よ
う
な
講
義
・
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
・
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
を
実
施


実
際
の
モ
ビ
リ
テ
ィ
デ
ー
タ
（
IC
カ
ー
ド
、
デ
マ
ン
ド
、
人
流
デ
ー
タ
等
）
を
活
用
し
、
デ
ー
タ
処
理
、
集
計
、
分

析
等
の
実
践
的
な
ス
キ
ル
を
学
ぶ
こ
と
に
よ
り
、
計
画
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
に
必
要
な
知
識
を
習
得


開
催
地
や
リ
ソ
ー
ス
デ
ー
タ
は
、
会
津
圏
域
と
な
る
も
の
の
、
利
便
増
進
実
施
計
画
策
定
後
と
い
っ
た
共
通
の
状
況

下
に
あ
る
県
内
の
多
く
の
自
治
体
職
員
に
と
っ
て
有
益
な
内
容
で
あ
り
、
県
内
全
域
で
参
加
可
能
と
し
、
県
内
全
体

の
自
治
体
職
員
等
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
を
図
る

※
そ
の
他
に
は
、
「
G
T
F
S
デ
ー
タ
活
用
に
係
る
勉
強
会
・
講
習
会
」
を
実
施
【
県
：
(株
)K
C
S
へ
委
託
】

資
料
1
1 1

https://forms.office.com/r/Kz4PQBrKyE


圏
域
公
共
交
通
を
支
え
る
人
材
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム

～
管
理
職
層
か
ら
担
当
者
層
ま
で
の
育
成
で
、
実
効
性
あ
る
計
画
策
定
へ
～

応
募
様
式
ア
（
一
部
修
正
）

会
津
圏
域
公
共
交
通
活
性
化
協
議
会

事
業
実
施
地
域

会
津
圏
域
（
会
津
若
松
市
・喜

多
方
市
・会

津
坂
下
町
・湯

川
村
・柳

津
町
・会

津
美
里
町
）
、
県
内
全
市
町
村

人
材
育
成
の
対
象

県
内
自
治
体
職
員
（
管
理
職
、
交
通
担
当
、
観
光
担
当
）
、
交
通
事
業
者
（
鉄
道
・バ
ス
・タ
ク
シ
ー
）
、
S
M
P
協
議
会

※
、
A
iC
T
※

習
得
す
る
ス
キ
ル

交
通
に
関
す
る
知
見

・
デ
ー
タ
活
用
の
ノ
ウ
ハ
ウ

人
材
育
成
の
手
法

専
門
家
よ
る
講
義
（
セ
ミ
ナ
ー
）
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク

人
材
育
成
の
内
容

圏
域
交
通
計
画
の
実
効
性
を
高
め
る
た
め
、
「計

画
策
定
段
階
」と
「実

行
段
階
」に
お
い
て
各
立
場
・役

割
に
必
要
と
さ
れ
る
「意

識
」「
知
識
」「
ス
キ

ル
」を
伝
授
・習

得
し
、
圏
域
と
し
て
一
つ
の
ビ
ジ
ョ
ン
・施

策
立
案
及
び
事
業
推
進
が
で
き
る
人
材
を
育
成
す
る

事
業
①
・②

の

と
り
ま
と
め

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

1
月

2
月

3
月

事
業
①
：

圏
域
公
共
交
通

を
理
解
す
る

事
業
②
：

デ
ー
タ
を
活
用
す
る

計
画
準
備
・

と
り
ま
と
め

提
案
、
応
募
、

交
付
申
請
等

企 画 管
理
職

管
理
職

担
当
者

地
域
の
モ
ビ
リ
テ
ィ
デ
ー
タ
収
集
、
デ
ー
タ
購
入
、

デ
ー
タ
可
視
化
、
資
料
準
備

担
当
者

担
当
者

担
当
者

担
当
者

講
義
に
よ
り
、
計
画
の
策
定
や
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
に
必
要
な
法
制
度
の
理
解
、

交
通
に
関
す
る
知
識
や
適
切
な
意
思
決
定
プ
ロ
セ
ス
を
習
得
す
る
こ
と
で
、

圏
域
連
携
を
具
体
的
に
推
進
す
る
能
力
を
高
め
る
。

実
務
者
に
よ
る
講
義
・
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
・
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
を
通
じ
、
圏
域
の

実
情
や
課
題
把
握
の
ス
キ
ル
を
習
得
し
、
現
場
視
点
で
の
計
画
立
案
力

を
高
め
る
。
さ
ら
に
自
治
体
間
連
携
の
具
体
的
手
法
を
学
び
、
他
地
域
で

の
成
功
事
例
を
取
り
入
れ
、
施
策
へ
の
落
と
し
込
み
を
図
る
。

W
S

W
S

講
義•
講
義
や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
で
、
公
共
交
通
デ
ー
タ
の
収
集
方
法
・

分
析
・
活
用
法
に
つ
い
て
実
践
的
ス
キ
ル
を
習
得
す
る
。

•
G
T
F
S
デ
ー
タ
と
V
ia
デ
マ
ン
ド
交
通
デ
ー
タ
を
連
携
さ
せ
た
、
バ
ス
路

線
再
編
・
運
行
効
率
化
な
ど
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施
す
る
。

•
バ
ス
・
デ
マ
ン
ド
交
通
の
運
行
状
況
を
可
視
化
し
、
実
際
の
デ
ー
タ
を

用
い
て
改
善
案
や
施
策
の
評
価
方
法
を
学
ぶ
。

D
M
O
※
、
S
M
P
協
議
会
、
A
iC
T

メ
ン
バ
ー
な
ど
と
一
緒
に
、
他
分
野

と
の
連
携
強
化
策
を
学
ぶ
。

そ
の
他

協
議
会
・幹

事
会
・ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
の
開
催
に
合
わ
せ
た
講
義
・
W
S
・
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
の
開
催

事
業
実
施
手
順
・
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
事
業
期
間
：
6
月
頃
～
2
月
末
）

事
業
の
基
礎
情
報

※
S
M
P
協
議
会
：
会
津
S
a
m
u
ra
iM
a
a
S
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
協
議
会

※
A
iC
T
：
一
般
社
団
法
人
A
iC
T
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

幹
事
会

ワ
ー
キ
ン
グ

グ
ル
ー
プ

※
D
M
O
：
会
津
若
松
観
光
ビ
ュ
ー
ロ
ー
等
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令和７年４月２３日 

 

公共交通で地域を佳くするための考え方を学ぶｅ-ラーニング教材 
福島大学・交通事業者・デザイナーが行政職員・市民団体と開発 

 

 

 このたび福島大学では、国土交通省の 2024年度「共創・MaaS実証プロジェクト」

に採択され、持続可能な地域社会を実現するために公共交通を活かす視点やノウハ

ウについて解説したｅ-ラーニング教材を外部講師（交通事業者・デザイナー）とと

もに開発しました。本教材は、無料公開されており、広く地域づくりに関わる方に

ご活用いただければ幸いです。 

 

 

 交通は地域の生活と経済を支える手段であり、都市や地域の改善と連携させること

が重要です。地域公共交通の持続が全国的に課題となるなか、その確保・維持に施策

を終始させるのではなく、持続可能な地域社会を実現するために公共交通を活かす視

点やノウハウを持ち、他主体との「共創」をコーディネートすることが求められます。 

 本学では、国土交通省の 2024 年度「共創・MaaS 実証プロジェクト」モビリティ人

材育成事業に採択され（代表：吉田 樹 経済経営学類教授）、公共交通の外部性や、公

共交通政策で課題となる問題解決技法とデザインの適用、合意形成手法とデザインの

活用などを解説したｅ-ラーニング教材を外部講師とともに開発しました。また、教

材の内容に関しては、国土交通省東北運輸局、福島県生活交通課のほか、関東や東北

の自治体職員、市民団体の方々からもご意見を頂戴しました。 

本教材は、無料で公開されており、公共交通を担当する行政職員の方々に限らず、

都市や道路・教育・福祉などの部局、地方議員、有識者、地域金融、IT事業者、観光

をはじめ広く地域づくりに関わる方にもご活用いただければ幸いです。 

 

【ｅ-ラーニング教材】 https://jrmkt.com/elearning/ 

※ 日本鉄道マーケティングのホームページに掲載されています 

【講師陣】吉田 樹（福島大学教授） 

山田 和昭 氏（元若桜鉄道社長・現日本鉄道マーケティング代表）、 

井上 晃良 氏（inoue design） 

北嶋 悠史 氏（GKグラフィックス） 

 

 
（お問い合わせ先） 

経済経営学類 教授 吉田 樹 

電 話：024-548-8376 

メール：e127@ipc.fukushima-u.ac.jp 
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